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Ⅱ 主な事業

（単位：千円 ［ ］は債務負担行為），

１ 富県宮城の実現 ～県内総生産１０兆円への挑戦～

（１）育成・誘致による県内製造業の集積促進

（新規 ・富県共創推進費 ４,３２０）

県内の産学官関係者による「 仮称）富県宮城推進会議」の設置等（

（H18：１５,０００）（拡充 ・自動車関連産業特別支援費 ２０,０００）

受発注拡大プロジェクト、広域連携プロジェクト等による自動車関連産業の支援

（H18：６６６,２８８）・企業立地促進奨励費 ７７６,４０５

先端技術産業を中心とする製造業の工場等を対象とした企業立地奨励金

（H18：８５,０００）・情報通信関連企業立地促進奨励費 ８５,０００

コールセンター等の情報通信関連企業を対象とした企業立地奨励金

（H18：７５０,５６０）・みやぎエコファクトリー立地促進奨励費 ５６２,６３２

リサイクル企業等の環境関連企業を対象とした企業立地奨励金

（新規 ・地域イノベーション創出型研究開発支援費 １２,５００）

共同研究体制による研究開発に対する助成、新分野進出セミナーの開催等

（新規 ・大学等シーズ実用化促進費 ２１,４００）

自動車部品の超臨界塗装技術の実用化のための産業技術総合センターにおける実証試験

（２）観光資源、知的資産を活用した商業・サービス産業の強化

（新規 ・サービス産業創出・高付加価値化促進費 ２,０００）

サービス産業の起業や振興を図るため、実態調査を実施

（H18：３１,０００）・みやぎｅ－ブランド確立支援費 ２６,３００

県内ＩＴ企業の商品開発等への助成と表彰制度、商談会開催によるビジネス支援

（新規 ・みやぎＩＴ市場獲得形成事業費 ８,８６２）

業務獲得を目指す地元企業が、首都圏等の大手企業へ人材を派遣する経費への助成等

（H18：５,１１５）（拡充 ・仙台・宮城デスティネーションキャンペーン推進費 ２６,５００）

全国宣伝販売促進会議、プレデスティネーションキャンペーンの開催等
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（新規 ・仙台・宮城デスティネーションキャンペーン受入施設整備費 ３０,０００）

デスティネーションキャンペーンに向けた松島公園における照明灯整備

（新規 ・首都圏ラジオ広報事業費 ２７,６４５）

首都圏向けに宮城県の観光や物産等をＰＲするラジオ番組を放送

（３）地域経済を支える農林水産業の競争力強化

（新規 ・食品製造業振興プロジェクト推進費 ２３,４８６）

県内農林水産物に関するマッチング調査の実施、首都圏における商談会への出展等

（H18：２０,９５７）・新世代アグリビジネス総合推進費 １９,１６５

実践経営塾の開催等を通じたアグリビジネス経営体の育成支援等

（新規 ・漁船漁業構造改革促進支援費 ５,３６６）

操業コスト削減等を実践する漁業者グループの取組に対する助成

（H18：８,３１３）（拡充 ・みやぎ食の安全安心対策費 ８,１１６）

「安全で安心できる食」を目指す「みやぎ食の安全安心県民総参加運動」の展開等

（新規 ・食育・地産地消推進費 ４,７７６）

生産者等多様な構成員による地産地消推進懇話会の開催等

（４）アジアに開かれた広域経済圏の形成

（H18：１９,９５７）・東アジアとの経済交流促進費 １３,８１７

東北各県や仙台市との連携による「東北フェアiｎ上海 「大連商談会」の開催」、

（新規 ・香港・台湾との経済交流促進費 １０,７００）

県内企業を対象とした香港での商談会の開催と台湾における見本市への出展

（H18：２,０００）・極東ロシアとの経済交流促進費 １,０００

ロシア極東地域における県内企業のビジネスチャンス創出を目的とした市場調査等

（５）産業競争力の強化に向けた条件整備

（新規 ・産業人材育成プラットフォーム構築事業費 １,５４４）

産業人材育成協議会の設置・運営、産業人材育成コーディネーターの養成
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（新規 ・広域合併漁協組織強化対策費 １００,０００）

一県一漁協に向けた県漁連の合併関連経費に対する貸付金

[３３６,０００]（拡充 ・中小企業経営安定資金等貸付金 ４３,２７２,７７１）

（H18：３８,２９１,９６１）

子育て支援企業に対する優遇措置の創設、中小企業者等への融資枠の拡大等

[９６０,０００]（新規 ・仙台国際貿易港整備費（特別会計） ９５９,０００）

仙台港区におけるスーパーガントリークレーンの設置等

・ （H18：８,５９９,２１４）仙台空港整備推進関連事業費 ３,０３５,８１７

名取市下増田地区における土地区画整理事業への助成等

（ ）・高規格幹線道路整備費 ５,１５３,６６７ [１５０,０００] H18：６,２１７,９１１

三陸縦貫自動車道、仙台北部道路等高速道路網の整備等

（新規 ・ 仮称）仙台港インターチェンジ整備費 ４,７０３,０４６）（

三陸縦貫自動車道整備の進捗に伴う国へのインターチェンジ用地の売却

２ 安心と活力に満ちた地域社会づくり

（新規 ・教育・福祉複合施設整備費 ８,０００）

名取市下増田地区に教育と福祉の連携強化を図る複合的な施設整備を検討

（１）子どもを生み育てやすい環境づくり

（H18：９,８５７）・次世代育成支援対策費 ９,６４８

地域全体で子育てを支援する環境づくりモデル事業の実施、子ども専用相談電話の開設等

（H18：１,１７８,４４４）・乳幼児医療助成費 ９６０,０００

乳幼児の適正な医療機会の確保と健全育成のための医療費助成

（H18：４,２７６,０９６）（拡充 ・児童手当給付費 ４,６５０,１３０）

３歳未満の乳幼児への手当額拡充等、小学校修了前の児童健全育成等のための養育費助成

（新規 ・県民開放型庁内保育所整備・運営費 ２０,８５６）

職員を中心に、一部県民の受入れも行う庁内保育所を開設し、子育て支援を率先して推進

（H18：４３７,５７３）・保育対策等促進費 ４３３,５２６

預かり保育等を実施する私立幼稚園や育児支援を行う地域子育て支援センターへの助成等
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（２）将来の宮城を担う子どもの教育環境づくり

（H18：２６,０３６）（拡充 ・学力向上対策費 ４３,３８９）

学習状況調査の実施や全国調査の分析、地域学習支援センター等による学力向上対策

（新規 ・進学指導地域拠点形成事業費 ８,０００）

県立高校１１校を進学指導地域拠点校に指定し、学習合宿や研修会の開催等を支援

（H18：２８０,４９９）（拡充 ・総合教育相談事業費 ２５３,４１９）

公立中学校、県立高校へのスクールカウンセラーの全校配置等による相談体制の充実

（H18：６２３,７０４）（拡充 ・学級編制弾力化推進費 １,２０２,０３４）

小学校１・２年生に加え、中学校１年生を対象とした３５人学級編制の実現

（新規 ・小学校教科担任制モデル事業費 ７３,５７１）

小学校高学年に教科担任制を導入し、小学校生活から中学校生活への円滑な適応を支援

（新規 ・個性かがやく高校づくり推進費 ４,７００）

教職員からの提案に基づく学校現場の主体的取組を支援し、特色ある高校づくりを推進

[３,１３７,０００]・県立学校施設整備費 ７,６１６,９３３

（H18：７,５７０,６２９）

校舎改築（建設：第三女子、仙台三 他、設計：第二女子、白石地区統合校、角田 他）等

（H18：１１,５０９,８１４）（拡充 ・私立学校助成費 １１,５９７,８８３）

私立学校に対する運営費助成や、保護者の負担軽減を図る授業料軽減補助等の実施

（３）生涯現役で安心して暮らせる社会の構築

（H18：１２７,５５０）・自治体病院等医師確保対策費 １４０,５００

県内自治体病院の医師不足の解消と県民の医療環境の向上に向けた施策の強力な推進

（新規 ・在宅緩和ケア対策推進費 ７,２００）

在宅における緩和ケアの総合的な相談・支援を行う在宅緩和ケア支援センターの設置等

（H18：１０,６３２）（拡充 ・がん対策推進費 ６８,５０５）

がん対策基本法に基づくがん対策推進計画の策定、がん診療拠点病院の機能強化等

（新規 ・認定看護師養成事業費 ３,９００）

創傷、オストミー等特定分野の技術等が高い看護師を宮城大学で養成するための開設準備
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（H18：１１,６６０）（拡充 ・みやぎ２１健康プラン総合推進費 １０,００３）

医療制度改革に基づく「みやぎ２１健康プラン」の見直し検討会の開催等

（新規 ・メタボリックシンドローム対策費 ５,０００）

市町村、事業所と連携した生活習慣病発症予防対策のモデル的な取組の実施等

（H18：４４,８３４）（拡充 ・感染症対策費 ６３,８４２）

感染症法の改正に伴う病原体管理体制の強化、ウィルス性肝炎の予防、まん延防止対策等

（新規 ・介護支援専門員支援体制強化事業費 ７,１３７）

介護支援専門員相互の連携、支援体制づくりとケアマネジャー指導者の養成等

（新規 ・障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費 １,１１０,４６１）

障害者自立支援法の円滑な運用のための事業者に対する激変緩和措置等

（H18：２６,４４９）・みやぎ県民文化創造の祭典開催事業費 １９,３２３

美術展・演劇等の芸術文化等の鑑賞機会の提供、発表機会を拡充する「芸術銀河」の開催

（４）コンパクトで機能的なまちづくりと地域生活の充実

（H18：４,５１７）・中心市街地商業活性化支援費 ４,０７５

市町村が行う中心市街地活性化基本計画策定に対する助成等

（H18：１２７,５９８）（拡充 ・地方生活バス路線対策費 ９７,８８２）

市町村が行う生活交通バスの運行に対する助成制度を拡充し、地域のバス路線を維持

（新規 ・鉄道駅舎等エレベーター整備助成費 １０,０００）

駅舎等への車いす対応エレベーターの設置に対して市町村が補助する経費への助成

（５）だれもが安全に、尊重し合いながら暮らせる環境づくり

（H18：２９,８５６）（拡充 ・安全安心まちづくり対策費 ３５,１１３）

県民運動や警察署へのスクールサポーターの配置等による安全安心なまちづくりの推進

（H18：６７,７７７）（拡充 ・交番相談員等設置費 ７３,９８９）

交番や警察署に相談員を配置し、空き交番の解消と迅速な相談体制を確立

（新規 ・１１０番通信指令システム改修事業費 １３,１０７）

携帯電話からの１１０番通報の発信地を瞬時に地図情報で表示するシステムの導入
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（新規 ・ 仮称）機動センター整備費 ７,０００）（

老朽化した機動警ら隊、交通機動隊庁舎等の移転改築に向けた地質調査

（新規 ・多文化共生推進体制整備費 ３,５００）

多文化共生推進計画の策定に伴う県内在住外国人の実態調査等

３ 人と自然が調和した美しく安全な県土づくり

（１）経済・社会の持続的発展と環境保全の両立

（H18：２０３）（拡充 ・環境基本計画推進費 ３,２３４）

環境保全活動の促進を目指す事業者や県民を対象とした環境配慮行動指針の改訂等

（新規 ・農地・水・環境保全営農活動支援費 ６９,５００）

環境への負荷を低減する営農活動に取り組む活動組織に対する交付金等

（H18：２８０,０００）（拡充 ・産業廃棄物税基金事業費 ３０８,３７０）

産業廃棄物の発生抑制やリサイクルの取組に対する支援、不適正処理対策の強化

[７００,０００] （H18：８３,２８９）・産業廃棄物処理施設対策費 １４１,１９７

村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場に係る支障除去対策の実施設計、工事等

[８１０,０００]（新規 ・下水汚泥燃料化施設整備費（特別会計） ４２０,０００）

下水汚泥の資源化を推進するための脱水ケーキ造粒乾燥処理施設の整備

（２）豊かな自然環境，生活環境の保全

（H18：４,４１９）（拡充 ・自然再生施設整備費 ４５,１００）

自然再生推進法に基づく蒲生干潟、伊豆沼・内沼の自然環境の再生事業

（H18：１１,４６５）（拡充 ・野生鳥獣保護管理事業費 １７,７０９）

ニホンジカ、イノシシそれぞれの保護管理計画の策定を目指した生育状況調査等

（３）住民参画型の社会資本整備や良好な景観の形成

（新規 ・農地・水・農村環境保全向上活動支援費 ３５２,８２０）

地域資源の保全向上活動に取り組む活動組織に対する交付金等

（新規 ・みやぎの景観形成事業費 ３,９０６）

良好な景観形成に向けて市町村が行う計画策定に対する助成等
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（４）宮城県沖地震など大規模災害による被害を最小限にする県土づくり

（H18：８４３,０００）・道路橋梁震災対策費 ９９１,０００

耐震補強工事の実施（日和大橋、釜房大橋、亘理跨線橋 他）等

（H18：５２３,０６６）・水管橋耐震化促進費（企業会計） ４２４,０５５

、 （ 、 、 、 、 、 、 ）耐震補強設計 工事 工事：青生 船岡 蔵本 他 設計：北屋敷 船越 松川 古内 他

（H18：６１,０００）・木造住宅等震災対策費 ７４,８５８

宮城県沖地震の再来に備えた木造住宅耐震診断の実施、改修工事への助成等

[３００,０００] （H18：５００,０００）・防潮水門等緊急整備費 ２３０,０００

水門開閉遠隔操作化の実施（港川水門、只越川水門、外尾川水門、蕨野川水門）等

（H18：６,１７０）・津波情報ネットワーク構築事業費 ６,０００

津波観測情報の共有化を図るため、潮位計等のネットワーク化に向けた基本設計に着手

（新規 ・消防学校移転整備費 ２５,０００）

ＰＦＩ方式による効果的な施設整備を図るためのアドバイザリー業務委託等

４ ビジョンの実現を支える連携・協働体制の構築と効率的な県政運営の確保

（H18：３８２,８７９）・みやぎ新しいまち・未来づくり推進費 ３０８,２９４

市町村合併交付金による財政支援と合併に関する情報提供、シンポジウムの開催等

（H18：８３６,１００）・市町村振興総合支援費 ６９２,１００

選択裁量型の市町村振興総合補助金による個性的で独自性のあるまちづくり支援

（H18：５９,３８２）・ＮＰＯ活動促進費 ５６,７９４

民間非営利団体の活動資金助成や融資、マネジメント・セミナー等人材育成等の推進

（H18：９２４,９２０）・バックオフィスシステム整備費 ８２６,７７８

行政事務の効率化を図るため、庶務業務等の内部事務に関するシステムを構築


